
令和 2 年 3 月

令和 2 年度 令和 11 年度

１．事業概要 　* 複数の駐車場を有する事業にあっては、駐車場ごとの状況が分かるよう記載すること。

別添１２－１

土岐市駐車場整備事業経営戦略

団 体 名 ： 岐 阜 県 土 岐 市

事 業 名 ： 駐車場事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～



（１） 事　業　形　態　等

事 業 開 始 年 度 ―

種 類

届出駐車場
・土岐市駅北自動車駐車場
その他
・土岐市駅前自動車駐車場
・土岐市駅西自動車駐車場
・土岐市駅前広場自動車駐車場

土岐市駅前自動車駐車場
土岐市駅西自動車駐車場
土岐市駅北自動車駐車場
土岐市駅前広場自動車駐車場

２人（兼務）職 員 数

非適用

立 地 　土岐市駅周辺 建設後（建替後）の経過年数

駅前　　　：　　０年（建替）
駅西　　　：　１７年
駅北　　　：　１８年
駅前広場：　　０年（新設）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

施 設 名

構 造 広場式

駐 車 場 使 用 面 積

駅前　　　：　　　５８９㎡
駅西　　　：　４，２９３㎡
駅北　　　：　９，８１９㎡
駅前広場：　　　３７７㎡

収 容 台 数

駅前　　　：　　１６台
駅西　　　：　　６７台
駅北　　　：　３７４台
駅前広場：　　１２台



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０
稼 働 率 *

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

駅前　　　：　　３３％
駅西　　　：　１２０％
駅北　　　：　５１５％
駅前広場：　　 －％

駅前　　　：　　　７％
駅西　　　：　１６９％
駅北　　　：　４５０％
駅前広場：      －％

　―

　―

　―

 ア　民間委託

駅前　　　：　　３４％
駅西　　　：　　１１％
駅北　　　：　　４９％
駅前広場：      －％

駅前　　　：　　３５％
駅西　　　：　　２２％
駅北　　　：　　４９％
駅前広場：      －％

駅前　　　：　　３０％
駅西　　　：　　３８％
駅北　　　：　　４９％
駅前広場：      －％

一時間当たり
の料金

駅前　　　：　　３２％
駅西　　　：　１６６％
駅北　　　：　６４８％
駅前広場：      －％

駅前　　　：　１００円　（最初の2時間無料、以降50円/30分）
駅西　　　：　１００円　（最初の2時間無料、以降50円/30分）
駅北　　　：　　２５円　（最初の12時間300円、以降200円/6時間）
駅前広場：　４００円　（最初の30分無料、以降200円/30分）

営 業 時 間 ０時～２４時

* 一日平均駐車台数×一台当たり平均駐車時間
収容台数×営業時間

 ×  100



（２） 料　金　形　態 　* 施設ごとに複数の料金形態がある場合には、それぞれの内容を分けて記載すること。

施設名

（３） 駐車場実態調査による現状把握・分析

２．経営の基本方針

道路交通の円滑化
　駐車場を整備することで、路上駐車を削減し道路交通の円滑化を図る。
商業支援
　駅周辺商店街への買い物客の駐車場としての役割を担うことで、支援する。
経営基盤の安定
　利用者のニーズ、需要を的確に把握し、健全な経営に努める。

３０分２時間 ２時間 無し

３００円/１２時間

上記以降、２００円/６時間

駅前及び駅西自動車駐車場は、駅周辺商店街の利用者及び学習塾の送迎者が利用し、駅周辺の路上駐車防止の役割を果たしている。
駅北自動車駐車場は、ＪＲ土岐市駅利用者のために整備した駐車場であり、主に通勤通学者が利用している。
駅前広場自動車駐車場は、駅前広場整備に合わせ新設した駐車場であり、駅への送迎車による駅前広場構内道路の渋滞緩和に寄与している。
今後は、交通状況や利用者の駐車需要を考慮した駐車場整備を図り、健全な経営に努める。

５０円/３０分 ２００円/３０分

無料時間

料金

駅前広場
自動車駐車場

駅前自動車駐車場 駅西自動車駐車場 駅北自動車駐車場
無料時間・考え方



３．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

・駅前広場自動車駐車場については令和元年度、駅前自動車駐車場については令和２年に完成するので、当面は大きな修繕や改修は見込まな
い。
・駅北自動車駐車場については、駐車場管理システムが令和５年度で耐用年数を迎えるため、更新費用21,500千円を見込んでいる。
・駅西自動車駐車場については、駐車場管理システムが令和５年度で耐用年数を迎えるため、更新費用10,000千円を見込んでいる。

・駐車場使用料が収入の主であり、原則、使用料収入で賄うものとする。
・駐車場の経営状況は４施設を一体として考えるものとする。
・従前より、余剰金を一般会計へ繰り出し、一般会計において基金化されているので、投資的経費により財源不足となるときは、その基金を財源とし
た一般会計からの繰入金で対応する。



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

稼働率に関する事項

繰入金に関する事項

事故の無いよう、サービスの向上・維持に努める。
修繕箇所を精査し、優先すべき箇所から修繕を行う。

令和元年度は大規模な投資的経費の財源とするため、基金を充てたが、今後は、使用料収
入のみで運営を行うものとし、大規模な投資以外には基金を要する見込みはない。

毎週の収入報告から、適切な利用状況の把握に努める。

施設等の統合・縮小・廃止に関する事項

防災・安全対策に関する事項

市民等の駅及び駅周辺利用の増進を目的に、近隣駅の駐車場料金設定を確認しながら、適
正な料金設定を行う。料金形態に関する事項

各施設の利用状況や周辺土地利用計画などから、総合的に判断する。

・警備等の委託業務について個々の施設ではなく、４施設を一体として考え、そのスケールメリットを活かし委託料の低コスト化を図る。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合
には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載
すること。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

修繕箇所や設備投資をするべき箇所を精査することで、計画的な投資を行う。投資の平準化に関する事項



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．公営企業として実施する必要性など

* 複数の駐車場を有する事業にあっては、駐車場ごとの考え方が分かるよう記載すること。

職員給与費に関する事項 全ての施設が無人化されているため、職員給与費は発生しない。

委託費に関する事項
駐車場機械警備業務と管制機器保守業務など利用者への安定的なサービスの提供に係る
業務の委託を行う。なお、清掃業務はシルバー人材センターへ委託することで経費の削減に
努める。

資産の有効活用に関する事項
駅周辺という立地条件から、収益が見込まれる場所であるため、効率的な運営を図り財源確
保に努める。

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

現在、施設全体で見れば健全経営が行えていることから、直営体制を継続する。

事 業 の 意 義 、 提 供 す る
サ ー ビ ス 自 体 の 必 要 性

公営企業として実施する必要性

・駅前及び駅西自動車駐車場
　駅周辺商店街の利用者及び学習塾の送迎者が利用し、駅周辺の路上駐車防止の役割を果たしている。
・駅北自動車駐車場
　ＪＲ土岐市駅利用者のための駐車場として機能し、通勤通学者の利便性を向上させている。
・駅前広場自動車駐車場
　土岐市駅への送迎車による駅前広場構内道路の渋滞緩和機能を有している。

駐車場事業を継続的に運営することで、道路交通の円滑化を図るとともに、土岐市駅および周辺区域
への来訪者の利便性を向上させ、土岐市駅周辺区域の活性化を図る必要がある。



５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

・毎年度末に毎月の利用状況等から経営の進捗管理を行う。
・令和１１年度までの１０年間を前・後期で５年ごとに区分し、前期の終了時には必要に応じて経営戦略
の見直しを行い、後期終了時には経営戦略の更新を行う。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画） （単位：千円，％）

年　　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 61,663 62,595 62,667 61,367 60,648 64,148 62,428 62,428 62,428 62,428 62,428 62,428 62,428 62,428

（１） (B) 61,659 61,006 62,624 61,289 60,640 62,440 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420

ア 61,659 61,006 62,624 61,289 60,640 62,440 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420

イ (C)

ウ

（２） 4 1,589 43 78 8 1,708 8 8 8 8 8 8 8 8

ア

イ 4 1,589 43 78 8 1,708 8 8 8 8 8 8 8 8

２ (D) 20,859 17,822 21,912 23,139 25,921 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600

（１） 20,859 17,822 21,912 23,139 25,921 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600

ア

イ 20,859 17,822 21,912 23,139 25,921 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600

（２）

ア

イ

３ (E) 40,804 44,773 40,755 38,228 34,727 45,548 43,828 43,828 43,828 43,828 43,828 43,828 43,828 43,828

1 (F) 96,100

（１）

（２） 96,100

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 51,166 43,314 36,456 56,241 118,265 45,800 43,800 43,900 43,800 43,800 43,800 43,900 43,800 43,800

（１） 45,359 314 2,456 56,241 84,265 40,500 500 32,000 500 500 500 500 500 500

（２） (H)

（３）

（４） 5,807 43,000 34,000 34,000 5,300 43,300 11,900 43,300 43,300 43,300 43,400 43,300 43,300

（５）

３ (I) △ 51,166 △ 43,314 △ 36,456 39,859 △ 118,265 △ 45,800 △ 43,800 △ 43,900 △ 43,800 △ 43,800 △ 43,800 △ 43,900 △ 43,800 △ 43,800

(J) △ 10,362 1,459 4,299 78,087 △ 83,538 △ 252 28 △ 72 28 28 28 △ 72 28 28

(K)

(L) 12,363 2,001 3,460 7,759 85,846 2,308 2,056 2,084 2,012 2,040 2,068 2,096 2,024 2,052

(M)

(N) 2,001 3,460 7,759 85,846 2,308 2,056 2,084 2,012 2,040 2,068 2,096 2,024 2,052 2,080

(O) 2,944 83,765

(P) 2,001 3,460 4,815 2,081 2,308 2,056 2,084 2,012 2,040 2,068 2,096 2,024 2,052 2,080

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 61,659 61,006 62,624 61,289 60,640 62,440 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420 62,420

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

96,100

96,100

96,100

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

336

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16条 第１ 項に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

(R)

286 345 336 336 336 336収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 296 351 265

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

収 支 差 引 (A)-(D)

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

234

本年度

本年度

令和11年度令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

336 336 336

令和3年度 令和4年度 令和5年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

土岐市駅前自動車駐車場 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 1,658 1,629 328 640 960 960 960 960 960 960 960 960 960

（１） (B) 1,654 1,585 327 640 960 960 960 960 960 960 960 960 960

ア 1,654 1,585 327 640 960 960 960 960 960 960 960 960 960

イ (C)

ウ

（２） 4 44 1

ア

イ 4 44 1

２ (D) 5,062 5,137 4,679 6,593 1,000 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

（１） 5,062 5,137 4,679 6,593 1,000 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

ア

イ 5,062 5,137 4,679 6,593 1,000 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

（２）

ア

イ

３ (E) △ 3,404 △ 3,508 △ 4,351 △ 6,593 △ 360 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540

1 (F) 96,100

（１）

（２） 96,100

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 2,389 44,985 83,765

（１） 2,389 44,985 83,765

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 2,389 51,115 △ 83,765

(J) △ 3,404 △ 3,508 △ 6,740 44,522 △ 84,125 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540

(K)

(L) 83,765

(M)

(N) △ 3,404 △ 3,508 △ 6,740 44,522 △ 360 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540 △ 540

(O) 83,765

(P)

(Q) 3,404 3,508 6,740 39,243 360 540 540 540 540 540 540 540 540 540

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 1,654 1,585 327 640 960 960 960 960 960 960 960 960 960

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

96,100

96,100

96,100

2,061 56

7 64

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

合 計

令和7年度 令和8年度 令和9年度令和10年度令和11年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度本年度

64 64

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

64 64 64 64 64

56 56 56 56

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 33 32

- 56 56 56 56 56赤 字 比 率 （ ×100 ） 206 221

64 64

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

令和11年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度本年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和8年度 令和9年度令和10年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息



グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

平成30年度全国平均

0.0

59.2 62.4 82.7   平均値 78.4 70.5

当該値     
147,627

H26 H27 H28

平均値   

 当該値    

平均値      

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
　現在、駅前広場整備事業に合わせて令和2年度を
目標に無人化する予定である。
　短時間利用者が多くいるにも関わらず稼働率が低
いことから、駐車場の規模は余剰していることが考
えられる。そのため、駐車場規模の縮小と無人化に
よる24時間利用を可能とすることで向上を図る。

29,416

⑧設備投資見込額(千円)

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30H29 H30

 0.0 0.0 0.0 当該値 0.0

7,138 8,131 8,024平均値 40.7 38.2 34.6 37.6 33.2平均値 23 22 16 21 17

当該値 △3,443 △3,034当該値 0 0 0 0 0

平均値 7,496 6,967

H30 H26

△3,158 △3,508 △4,352当該値 △203.9 △170.5 △185.3 △224.1 △1,322.9

277.2 　現在、駅前広場整備事業に併せて無人化すること
となっており、機器を更新する予定である。
　また、駅前駐車場に隣接する駐輪場において、改
修工事費が発生している。

3. 利用の状況について
　稼働率については、類似施設の平均値を下回って
いる。これは土岐市駅前駐車場が有人駐車場であっ
たため、利用時間が午前8時から午後8時までと限定
的な営業であったことが要因として考えられる。

H28 H29 H30

2.資産等の状況

2.9 6.0 3.8 平均値 252.8 269.0

H27 H28 H29 H30 H26 H27H26 H27 H28 H29

2. 資産等の状況について
平均値 385.5 419.4 371.0 509.2 449.1 平均値 3.5 3.2

当該値 127.0 135.1 140.5 148.6 129.7当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

276.6 274.8

当該値 32.7 36.2 34.4 31.7 7.0

H26 H27 H28

1.収益等の状況 3.利用の状況
1. 収益等の状況について
　収益的収支比率、売上高GOP比率、EBITDAのいず
れについても類似施設平均値を大きく下回ってい
る。要因としては、土岐市駅前駐車場は駅周辺を利
用するための駐車場として入場後2時間までは無料
とされていることや、その他の駅周辺駐車場との料
金設定が異なることもあり、短時間利用者が多いこ
とが挙げられる。また、駅前広場整備事業に伴い、
平成30年6月をもって休業しており、そのことも要
因のひとつとして挙げられる。

H26 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30H29 H30 H26

該当数値なし 届出駐車場 広場式 39 37 100 導入なし 【】

分析欄

無 934 ■

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ３Ｂ１ 非設置 駅

－

経営比較分析表（平成30年度決算）
岐阜県土岐市　土岐市駅前　

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡)

0

100

200

300

400

500

600

①収益的収支比率(％)
【297.1】

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

⑩企業債残高対料金収入比率(％)

【103.6】

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

⑨累積欠損金比率(％)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

⑥有形固定資産減価償却率(％)

0

1

2

3

4

5

6

7

②他会計補助金比率(％)
【5.3】

0

5

10

15

20

25

③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【30】

0

50

100

150

200

250

300

⑪稼働率(％)
【199.3】

-1400

-1200

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

④売上高ＧＯＰ比率(％)
【26.3】

-6000

-4000

-2000

0

2000

4000

6000

8000

10000

⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【16,102】

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

土岐市駅北自動車駐車場 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 53,519 53,662 53,200 51,495 51,508 54,508 53,008 53,008 53,008 53,008 53,008 53,008 53,008 53,008

（１） (B) 53,519 52,302 53,158 51,417 51,500 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000

ア 53,519 52,302 53,158 51,417 51,500 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000

イ (C)

ウ

（２） 1,360 42 78 8 1,508 8 8 8 8 8 8 8 8

ア

イ 1,360 42 78 8 1,508 8 8 8 8 8 8 8 8

２ (D) 10,383 8,277 11,818 10,846 18,821 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

（１） 10,383 8,277 11,818 10,846 18,821 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

ア

イ 10,383 8,277 11,818 10,846 18,821 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

（２）

ア

イ

３ (E) 43,136 45,385 41,382 40,649 32,687 43,508 42,008 42,008 42,008 42,008 42,008 42,008 42,008 42,008

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 6,053 43,000 34,000 431 34,500 45,800 41,300 33,900 41,300 41,300 41,300 41,400 41,300 41,300

（１） 246 431 500 40,500 500 22,000 500 500 500 500 500 500

（２） (H)

（３）

（４） 5,807 43,000 34,000 34,000 5,300 40,800 11,900 40,800 40,800 40,800 40,900 40,800 40,800

（５）

３ (I) △ 6,053 △ 43,000 △ 34,000 △ 431 △ 34,500 △ 45,800 △ 41,300 △ 33,900 △ 41,300 △ 41,300 △ 41,300 △ 41,400 △ 41,300 △ 41,300

(J) 37,083 2,385 7,382 40,218 △ 1,813 △ 2,292 708 8,108 708 708 708 608 708 708

(K)

(L)

(M)

(N) 37,083 2,385 7,382 40,218 △ 1,813 △ 2,292 708 8,108 708 708 708 608 708 708

(O) 2,498

(P) 37,083 2,385 4,884 40,218 708 8,108 708 708 708 608 708 708

(Q) 1,813 2,292

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 53,519 52,302 53,158 51,417 51,500 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和7年度 令和8年度 令和9年度令和10年度令和11年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度本年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

482 482

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

450 496 482 482 482 482475 274収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 515 648

4赤 字 比 率 （ ×100 ）

482 482

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

4

令和11年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度本年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和8年度 令和9年度令和10年度



グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

平成30年度全国平均

0.0

59.2 62.4 82.7   平均値 78.4 70.5

当該値     
0

H26 H27 H28

平均値   

 当該値    

平均値      

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
　当面は現状の利用形態を維持する。今後、経営の
悪化が見込まれる際には、規模の縮小や料金設定の
見直しにより健全な経営ができるように努める。

341,158

⑧設備投資見込額(千円)

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30H29 H30

 0.0 0.0 0.0 当該値 0.0

7,138 8,131 8,024平均値 40.7 38.2 34.6 37.6 33.2平均値 23 22 16 21 17

当該値 43,754 40,760当該値 0 0 0 0 0

平均値 7,496 6,967

H30 H26

42,890 45,385 41,382当該値 86.7 83.2 86.0 84.2 86.1

277.2 　現在、機器はリースとしているが、リース期間終
了後は機器の購入を検討している。

3. 利用の状況について
　稼働率はやや上昇している。類似施設平均を下
回っているが、利用者の多くが長時間駐車であり、
JR土岐市駅から名古屋方面への通勤・通学・買い物
等を目的として利用していることが考えられる。

H28 H29 H30

2.資産等の状況

2.9 6.0 3.8 平均値 252.8 269.0

H27 H28 H29 H30 H26 H27H26 H27 H28 H29

2. 資産等の状況について
平均値 385.5 419.4 371.0 509.2 449.1 平均値 3.5 3.2

当該値 93.1 95.2 95.5 95.2 97.9当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

276.6 274.8

当該値 589.9 426.9 503.5 648.3 450.2

H26 H27 H28

1.収益等の状況 3.利用の状況
1. 収益等の状況について
　収益的収支比率、売上高GOP比率、EBITDAについ
ていずれも類似施設平均値を大きく上回っている。
要因としては、駅周辺の他の駐車場（駅前および駅
西）が短時間利用者に対して安価な料金設定となっ
ており、駅北駐車場には長時間利用者が多いこと
や、月極を除く民間の駐車場が不在のため、競合し
ないことが挙げられる。

H26 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30H29 H30 H26

該当数値なし 届出駐車場 広場式 29 376 25 導入なし 【】

分析欄

無 9,819 ■

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ３Ｂ１ 非設置 駅

－

経営比較分析表（平成30年度決算）
岐阜県土岐市　土岐市駅北　

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡)

0

100

200

300

400

500

600

700

①収益的収支比率(％)
【297.1】

0

10
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30

40

50

60

70

80

90

⑩企業債残高対料金収入比率(％)

【103.6】

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

⑨累積欠損金比率(％)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

⑥有形固定資産減価償却率(％)

0

1

2

3

4

5

6

7

②他会計補助金比率(％)
【5.3】

0

5

10

15

20

25

③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【30】

0

50
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150

200

250

300

⑪稼働率(％)
【199.3】

0

10
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40

50
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80

90

100

④売上高ＧＯＰ比率(％)
【26.3】

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

45000

50000

⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【16,102】

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 6,486 7,304 9,139 9,546 8,400 8,600 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400

（１） (B) 6,486 7,119 9,139 9,546 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400

ア 6,486 7,119 9,139 9,546 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400

イ (C)

ウ

（２） 185 200

ア

イ 185 200

２ (D) 5,414 4,408 5,415 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300

（１） 5,414 4,408 5,415 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300

ア

イ 5,414 4,408 5,415 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300

（２）

ア

イ

３ (E) 1,072 2,896 3,724 4,246 3,100 3,300 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 45,113 314 67 2,500 10,000 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

（１） 45,113 314 67 10,000

（２） (H)

（３）

（４） 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

（５）

３ (I) △ 45,113 △ 314 △ 67 △ 2,500 △ 10,000 △ 2,500 △ 2,500 △ 2,500 △ 2,500 △ 2,500 △ 2,500

(J) △ 44,041 2,582 3,657 4,246 3,100 3,300 600 △ 6,900 600 600 600 600 600 600

(K)

(L)

(M)

(N) △ 44,041 2,582 3,657 4,246 3,100 3,300 600 △ 6,900 600 600 600 600 600 600

(O)

(P) 2,582 3,567 4,131 3,100 3,300 600 600 600 600 600 600 600

(Q) 44,041 6,900

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 6,486 7,119 9,139 9,546 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和7年度 令和8年度 令和9年度令和10年度令和11年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度本年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

158 158

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

169 162 158 158 158 158収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 120 166

82赤 字 比 率 （ ×100 ） 679

158 158

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和8年度 令和9年度令和10年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

土岐市駅西自動車駐車場

180 158

令和11年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度本年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費



グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

平成30年度全国平均

0.0

59.2 62.4 82.7   平均値 78.4 70.5

当該値     
0

H26 H27 H28

平均値   

 当該値    

平均値      

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
　土岐市駅前広場整備事業にともない、JR土岐市駅
への送迎は土岐市駅西駐車場を利用するように周知
していることもあり、現状の施設の駐車台数は適当
といえる。今後は同一の料金設定がされている土岐
市駅前駐車場の規模を縮小することから、当駐車場
の稼働率の上昇を図り、収益増に努める。

54,126

⑧設備投資見込額(千円)

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30H29 H30

 0.0 0.0 0.0 当該値 0.0

7,138 8,131 8,024平均値 40.7 38.2 34.6 37.6 33.2平均値 23 22 16 21 17

当該値 1,745 3,082当該値 0 0 0 0 0

平均値 7,496 6,967

H30 H26

1,072 2,896 3,725当該値 26.9 45.5 22.4 38.1 49.1

277.2 　現在、機器はリースとしているが、リース期間終
了後は機器の購入を検討している。

3. 利用の状況について
　稼働率について、類似施設平均は下回っているも
のの、数値は大きく上昇している。その要因として
は、土岐市駅前駐車場が平成30年6月をもって休業
となったことにより、駅周辺を利用するための駐車
場が土岐市駅西駐車場のみとなったことが挙げられ
る。

H28 H29 H30

2.資産等の状況

2.9 6.0 3.8 平均値 252.8 269.0

H27 H28 H29 H30 H26 H27H26 H27 H28 H29

2. 資産等の状況について
平均値 385.5 419.4 371.0 509.2 449.1 平均値 3.5 3.2

当該値 72.9 79.2 92.5 109.0 264.2当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

276.6 274.8

当該値 130.2 163.6 119.8 165.7 168.8

H26 H27 H28

1.収益等の状況 3.利用の状況
1. 収益等の状況について
　収益的収支比率、売上高GOP比率、EBITDAのいず
れについても類似施設平均値を大きく下回ってい
る。要因としては、土岐市駅西駐車場は駅周辺を利
用するための駐車場として入場後2時間までは無料
とされていることや、その他の駅周辺駐車場との料
金設定が異なることもあり、短時間利用者が多いこ
とが挙げられる。また、駅前広場整備事業に伴い、
平成30年6月をもって休業しており、そのことも要
因のひとつとして挙げられる。

H26 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30H29 H30 H26

該当数値なし 届出駐車場 広場式 28 67 100 導入なし 【】

分析欄

無 4,293 ■

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ３Ｂ１ 非設置 駅

－

経営比較分析表（平成30年度決算）
岐阜県土岐市　土岐市駅西　

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡)

0

100

200

300

400

500

600

①収益的収支比率(％)
【297.1】

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

⑩企業債残高対料金収入比率(％)

【103.6】

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

⑨累積欠損金比率(％)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

⑥有形固定資産減価償却率(％)

0

1

2

3

4

5

6

7

②他会計補助金比率(％)
【5.3】

0

5

10

15

20

25

③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【30】

0

50

100

150

200

250

300

⑪稼働率(％)
【199.3】

0

10

20

30

40

50

60

④売上高ＧＯＰ比率(％)
【26.3】

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【16,102】

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 326 100 80 60 60 60 60 60 60 60 60

（１） (B) 326 100 80 60 60 60 60 60 60 60 60

ア 326 100 80 60 60 60 60 60 60 60 60

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D) 400 800 800 800 800 800 800 800 800 800 800

（１） 400 800 800 800 800 800 800 800 800 800 800

ア

イ 400 800 800 800 800 800 800 800 800 800 800

（２）

ア

イ

３ (E) △ 74 △ 700 △ 720 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 10,825

（１） 10,825

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 10,825

(J) △ 10,899 △ 700 △ 720 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740

(K)

(L) 2,944

(M)

(N) △ 7,955 △ 700 △ 720 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740 △ 740

(O)

(P)

(Q) 8,101 700 720 740 740 740 740 740 740 740 740

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 326 100 80 60 60 60 60 60 60 60 60

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和7年度 令和8年度 令和9年度令和10年度令和11年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度本年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

8 8

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

10 8 8 8 882 13

1,233 1,233 1,233 1,233

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

900 1,233 1,233 1,233 1,233赤 字 比 率 （ ×100 ）

8 8

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

令和10年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

土岐市駅前広場自動車駐車場

2,485 700

令和11年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度本年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和8年度 令和9年度


